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第10章　国家の経済活動
（ベンサム主義的国家：その力の成長と諸活動）
　J. ベンサム（Jeremy Bentham, 1748⊖1832）は，自由を愛する哲学者として「あらゆる国家は本来的に
巨大な悪である」という認識を公理としていた。それだけに，国家は合理的に組織され，官僚は十全
に国家に奉仕しなければならず，また国家は情報を十分に収集し，その情報を公衆が自由に利用でき
るように提供し，常にあらゆる種類の独占に敵意を抱き，国民の健康に監視の目を光らせていなけれ
ばならない，と考えていた。国務大臣に報告する監督官，広範に統計を刊行する記録・登録官，専門
的な中央官僚などは，すべてベンサム的な役職と言ってよい。チャドウィックやバジョットが，1860
年代に鉄道国有化論（その本来的独占性を考慮）に傾いたのも，ベンサム的伝統の域外のことではな
かった。
　1832年の選挙法改正から1854年の高利禁止法撤廃，1855年の公務員採用試験に至るまで，大きな改
革にはいずれもベンサム的な要素が含まれていた。
　国家は古い幾つかの規制を廃棄していたばかりでなく，他方では精神面においても構成員の面にお
いても改革されていた。具体例は議会，行政，市町村自治体，貧困者保護会などである。国家は改革
によってますます強力になった。今や商取引，輸出量，鉱産物の正確な統計を刊行しつつあった。また，
信頼できる農業統計や製造業生産物の計測方法を欠いていたとはいえ，ともかく1851年には王国全体
を対象とする非常に野心的なセンサスを完成させていた。国家は誕生・死亡・婚姻，友愛組合，株式
会社，についての登録官を擁するようになっていた。救貧法・繊維工場・鉄道・鉱山の重量等に関す
る監督官も設けていた。さらに女性の尊厳や健康と安全を守るために，鉱山での女性労働を禁じてい
た。また一般的に，鉱山・建設業・蒸気船での労働に関する規則も，多少とも定めていた。衛生面で
も規則を設けて，衛生官や種々の監督官の助力が得られるようにしていた。
　平均的な立法者は，資産があって，修正された自由の下での富の成長に満足し，自国の経済的指導
性を誇りとしているような人々だったが，改革であれ反動であれ，極端な方策は好まなかった。彼ら
は議会における二つの有力な戦闘グループに声援を送っていたわけだが，その内の第一グループは，
経験的に経済的自由主義を採るようになっていた。実際，グラッドストーンの知的・倫理的外装には
ベンサム主義的なものが微塵もない。第二グループは時代の枠組みを踏み出しうる要素があって，経
済的自由主義に対しては，時代に適合し自己の党派に有用な限り，せいぜい黙認程度の姿勢だった。
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（経済学者と国家：ジェヴォンス，ミル，ケアンズ）
　S. ジェヴォンス（Stanley Jevons, 1835⊖82）はこの世代で最も明敏な経済学者だったが，経済問題に
対する政府の態度に関して，次のように述べている。「社会問題に関しては抽象的権利，絶対的原理，
取消不能な法，あるいは不滅で固定的な性質の何かがある，という考えを捨てねばならない」，「我々
は政府の機能を最大化するべきでもないし，最小化するべきでもない。一つ一つのケースについて，
そのメリットを判断することを学ばねばならない」（The State in Relation to Labour, 1882, p.6）。他方，H. 
スペンサー（Herbert Spencer, 1820⊖1903）は，個人生活に対する国家の介入を嫌悪する論説を展開して
いた（The Man versus the State, 1884）。
　1848年から1886年にかけて政治経済学上の議論をする者は，だれでもミルを意識していた。そのミ
ルは，国家理論においては，ジェヴォンスのような注意深い経験主義的革新者を全面的に受け入れる
と同時に，いっそうラディカルな改革者達にも大いに激励を与えた。とくに土地に関する法と保有慣
習を改革しようとする少数の人々にとって，彼の書物は当初からバイブルであった。
　土地は「全人類の本来的遺産」であるから，その用い方（appropriation）は「全面的に一般の便益の問題」
である。法は「その意図があれば，全地主層を国債保有者（fundholders）もしくは年金受給者に転換」
し得る。さらに，より教条的になるのだが，「土地保有者が改良者（improver）であることを止めた
ら，政治経済学は土地（保有）（landed property）を擁護すべき言葉を持たない」，「現存の形態での土
地保有を正当化しうる状況は，イングランドにおいてさえ不十分にしか認識できない」し，アイルラ
ンドでは若干の例外を別とすれば，そういう状況は全く存在しない」などとも述べている（Principles, 
BookⅡ, chap.Ⅱ）。1870年にグラッドストーンが，アイルランド土地法制における19世紀後期時代を
開いた法案（およそ革命的ではなく，調整的なものだったが）を提出したとき，ミルは地主から土地
を買い上げて彼らを国債保有者に転換し，即座に小農の土地保有を開始せよ，という線で議論を展開
する少数グループに属していた。
　彼は，遺言遺贈と相続に対する法と課税について，両者を区分して考えていた。前者は私有財産権
に必然的に付随する権利で，国家はこれを保護すべきだが，後者は別である，と言う。誰かが遺言遺
贈する額ではなくて，遺言によってであれ相続によってであれ，或る人が獲得する額を規制すべし，
というのが彼の考えであった。
　彼は，国家権力がこのような法を実現できるほど近未来に強大になるとは想定しなかったので，
自らの基本的な考え方を課税理論に適用した。一定額を超える相続・遺贈財産は課税対象として非
常に適切で，そこからの税収はできるだけ高めるべきだ，その際，所得階層別課税方式（graduation 
system：そのupward 版が累進課税方式）よりは，差別課税方式（differential system：相続所得全てに対し
て一律の税率で課税し，個人が死去したときに終了する所得に対しては別の低率課税を行う）が適し
ている，としている。
　ミルは，人々の所得を正確に把握することは今日の公衆モラルではおよそ不可能であり，このこと
が所得課税に対する打ち克ちがたい障害であるとしている。したがって所得税は戦争のような緊急時
のための方策としてのみ留保しておくのが妥当としている。彼は国家や株式会社（株式会社の富が増
加するにしたがって，源泉課税が可能となる）がますます強力になることを想定していなかった。次
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の世代から見れば，上記の「打ち克ちがたい障害」などという表現は，時代遅れの奇妙な言辞に聞こ
える。
　ミルの土地に関する教条は，まさにベンサム的，リカード的な展開物であるが，19世紀初期の急進
主義と世紀後期の社会主義との間に架橋する役割を果たした。彼は，社会主義に深い関心を抱いてい
た。同時代の社会主義に関する彼の議論は，自著が版を重ねるごとに，一方で誠実な批判を留保しつ
つも同情的色彩が濃くなっているが，後の国家社会主義と呼ばれるようになったものの発展した教条
には当てはまらない。しかし彼は，共産主義制度には殆ど経済上の恐れを抱いてはいなかった。「も
し，あらゆる有望な見込みを備えた共産主義と，諸種の災厄や不公正を含んだ現在の社会との間で選
択を迫られたとすれば，共産主義の大小の困難な問題点は，瑣末事にすぎない」。とはいえ，彼は「各
人の全体への絶対的依存と全体による個人の監視が，社会構成員全員の思想，感情，行動を従順で画
一的なものに堕さしめてしまうのではないか」，したがって，現存社会の主要な悪弊（周囲と変わっ
ていることが非難の対象となるという悪弊）を，さらに助長するのではないか，という人間性上の恐
れを抱いていた。彼の考えでは，人類はまだ最善の形の個人主義社会と最善の形の社会主義のいずれ
が社会の究極形態となるかを判断するだけの材料を持っていなかった。
　ミルの意見では，国家がなすべき喫緊の創造的作業は，財産分散を助長する法の策定であった。そ
こから，小農による土地保有，有限責任制，あらゆる形での協同組合，パートナーシップに関するよ
り柔軟な法律，小規模資本家を増やす種々の法的改革運動，などへの彼の支援が出てくるわけである。
彼は共同体もしくは国家による生産手段の所有ではなく，協同組合による所有を念頭に置いていた。
しかし，国家にあまり信頼を寄せてはおらず，共産主義の精神的な専制を恐れていたにも拘わらず，
ミルの影響力は彼の世代において（その次の世代にはいっそう），政府の強度と活動力を高める傾向
をもたらした。
　ミルの大きな影響力にも拘わらず，1870年代に至るまで，あたかも富の神をまつる祭壇からの説教
のように，「国家は経済面では何もすべきではないという永久法を，科学が処方している」とする広
範な意見があった。ミルがアイルランド土地法に関して，その不徹底性を論じているときも，有力者
達はそういう意見は政治経済学の原理に反していると攻撃していた。そこでミルの門弟の一人である
アイルランドのケアンズ（J. E. Cairnes: The Slave Power, 1862，という名著がある）が使命感をもって
論壇に登場し，「現在続いている社会の経済諸現象が，最も一般の利益になるような仕方で，自然に
自己を調整するというような保証はどこにもない」（Essays in Political Economy, 1873）と論じた。ケ
アンズは社会主義者でも温情主義者でもなかったが，自らの科学を，愚かで利害にとらわれている資
産保有階層のレッセ・フェールと峻別し，科学は，個人主義であれ共産主義であれ，特定の制度から
切り離された中立的なものと主張した。
（「土星向けの政治経済学」：建設的自由主義）
　他方ではもう一人のアイルランド人であるクリッフ・レスリー（T. E. Cliffe Leslie）が，ミルの師
匠であるリカードの全方法を攻撃し始めていた。彼は多くのドイツの学者達と同様の（歴史的・比
較的方法を重視する立場から，リカード派経済学に対する）不信感を宣伝した（Essays in Political and Moral 
Philosophy, 1879）。1880年代までには，論争は個々の教説ではなく，経済問題を処理する一般的方法
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にまで拡大したようだ。学者達の外の世界では，経済学者といえども必ずしも厳格なレッセ・フェー
ル教義を説くわけではなさそうだという認識が，徐々に広がりはじめていた。この認識は，経済学者
も自分が教えていることが分かっていないのかもしれない，という考えがどうやら始まったことを意
味していた。学者の一人（Bonamy Price 教授）が1881年にグラッドストーンのアイルランド土地法案
を批判して厳格な教説に逆戻りしたとき，グラッドストーンは，そういう議論は「まるで土星か木星
の住民に法を制定するようなもの」と人を刺すような言葉で論じた。そのため「土星向けの政治経済
学」は，当時の標語になってしまった。ジェヴォンスが国家行動の諸問題について，先述の科学的な
「ケースごとのメリット判断」方式を強調したのは，こういう非友好的な雰囲気の中でのことだった。
　
　もっとも，国家の活動部面が顕著に拡大されたわけではなかった。鉄道国有化問題，土地保有，工
場・安全に関する諸法，救貧法などには大きな改革はなかった。しかし，多くの活動的な統治者の心
の中では，それまで思い切った国家活動に向けた提案を妨げていた抑圧要素が崩壊しつつあった。グ
ラッドストーンは1885年に「今日の自由主義のお気に入りの考え方は，彼らが建設と呼んでいるもの，
すなわち個々の人間の事業を国家の手に引き渡すこと，に他ならない」と或る書簡で述べている。
（公共支出とグラッドストーン）
　自由主義的な経済学者S. バクストン（Sidney Buxton）は1887⊖87年に「ここ２，３年の最も気落ち
する現象は，国家支出の破滅的な拡大である」と書いている（Finance and Politics, Ⅱ, p.319）。彼が
念頭においていたのは，UKの9,000万ポンドを超える歳出と，（1880⊖81年の6,980万ポンドから）7,660
万ポンド（1885⊖86年）に増えている税収入であった。後の時期に比べると1885⊖86年値は穏やかなも
のだが，たしかに，歳出・歳入がかなり急速に加速する時期が始まっていたのである。UKの年々の
税収入は以下の通り。
　　1841⊖46年：5,210万ポンド　1851⊖56年：5,440万ポンド　1861⊖66年：6,290万ポンド
　　1871⊖76年：6,530万ポンド　1881⊖86年：7,290万ポンド
　グラッドストーンはなお権力の座にあったが，彼のような歳出増加を嫌う人物には，状況は厳しかっ
た。財政の観点から見れば，彼は1850年予算以来，36回の予算編成で実質的には実に28回の編成に携
わるか強い影響力を行使していた（自身で13回，彼の内閣の配下が８回，党は違うが彼の財政政策を
信奉していたS. ノースコートが７回）。1884年，75歳になったグラッドストーンは，財政上の異端的
考え方（彼から見れば）と戦っていた。若い頃，彼自身がその異教にとらわれ，首領であるピールに厳
しくたしなめられた時の思い出を抱きながらのことである。ピールとその時代は，彼にとって，賛嘆
すべきホメロスと英雄達の時代なのだった。
（所得税とグラッドストーン）
　異教の関心は所得税に集中していた。自由貿易の勝利（1842⊖52年）以降の１世代全体を通じて，
関税政策は議論の対象にならなくなっていた。諸々の関税は，担当大臣が時機を見計らって次々に廃
止していた。内国消費税については，すでに1823⊖40年期間中に，トーリー党もホイッグ党も，種々
の税を廃止していた。80年代までには，リカーを別とすれば，特許薬品，トランプ等への内国消費税
が残っていただけだった。
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　事情は免許（税）についても同様だった。職業に対する複雑な免許は当然に生き残っていた：事務
弁護士，競売人，行商人，質屋等々。しかし，茶・コーヒー・ココア・胡椒を売る人々や石鹸・紙・
時計のケースなどの製造者の免許は1869⊖1870年に廃止された。
　上記のように諸税・免許料が次々に廃止されていくと，所得税は廃止しないという議論に有利な状
況が生まれてきた。グラッドストーンはピールへの忠誠心，若い頃からの持論，1853年予算時の最初
の大演説（ここで彼は所得税を臨時税と位置づけた）の成功，などへの思いから，頑固なまでに所得
税廃止論者だった。グラッドストーン的な議論を要約すると，この税は人気がなく，負担が不公平で，
納税者のモラル低下をもたらしがちだ：ただ，戦争など国家の危急時に資金を調達するのに役立つ，
ということになる。1874年の選挙では，彼はその廃止を掲げて戦い，そして敗れた。
　ジョージ４世時代（治世1820⊖30年）に所得税復活の論議がなされていた時，その擁護者達は誰もこ
れを臨時税とは言っていなかった。しかしピールの提案（1842年）は３年の期限付きという臨時税で，
２年の延長があり得ることを付帯条件としていた。その後，ホイッグ党もこの税の延長を提案・実施
していた。マカロックの反対論，ミルの悲観論（公衆の税モラルが低くて税回避が生じる，勤労所得
と不労所得の区別が困難）などが，1840年代後半から50年代前半にかけて展開されていた。
　商業界・専門職業人達は，当然，ミルの言説に親近感を抱いていた（ミルは勤労所得には軽度課税，不
労所得には相対的に重い課税を主張していた）。納税者達はこれまでの慣性もあり，次第にこの税を恒久
的なものととらえ始めていた。中産階級を代弁するリヴァプール財政改革協会（Liverpool Financial 
Reform Association）という団体は更に進んで，国庫の必要資金はあれこれの直接税で充たすべし，と
主張していた。小冊子を発行して自らの主張を宣伝する人々の中には，ミルの公衆モラル論は悲観
的にすぎるし，今や大多数の者は政府歳入の９分の１を占める所得税を廃止することなど考えても
いない，と論じる者も居た。有産者の中位クラスを代表するJ. G. ハバード（J. G. Hubbard：BOE副総
裁）は1852年に，原理的には所得税に全く反対しない，但し勤労所得と自然発生所得（spontaneous 
incomes：不労所得の意だろう）との間に差を設けることが条件，と述べていた。1852年に保守党内閣の
ディズレーリが提出した予算案では，所得税はハバード案に近いものだったが，グラッドストーンは
これに厳しい批判を加えた（その結果，予算案は廃案に追い込まれ，保守党内閣も総辞職した）。
　（翌1853年にはピール派のアバディーン内閣が誕生し，グラッドストーンは大蔵大臣として入閣した。）グラッドス
トーンの1853年予算演説は，国全体の所得税に関する考え方を転換させた。彼の新提案の結果，所得
の種類によって税率に差等を設ける政策は，リベラルな意見の軌道から外されてしまった。そしてこ
の時の彼の方式が，以後半世紀に亘って所得税の形を決定したのである。彼は税率に差等を設ける所
得税制度は，所得種類の識別が非常に困難で税制を複雑化させるという理由から，厳しく反対した。
結論的には彼は，この性悪的ではあるが有用な税を，漸減税率方式で７年間認めて欲しいと議会に訴
え，承認された。彼の思惑では，そのうちに我が国はこの税の終焉を見ることになるはずだった。
　翌1854年にはクリミア戦争があり，彼は所得税を２倍に引き上げた。さらに1859年に大蔵大臣に復
帰したときも（自由党パーマストン内閣），前内閣の支出を賄うべく，所得１ポンド当たり，（所得額に
応じて）５d.から6.5ないし９d.に引き上げた。この結果，税収のほぼ７分の１を所得税で賄うことに
なった。こうして，所得税は財政上の雲行き如何で差したり畳んだりする大蔵大臣の雨傘になってし
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まった。
　1861年にグラッドストーンの強い反対にもかかわらず，ハバードは所得税の査定と徴収の方法を検
討する委員会の設立に成功した。メンバーはハバードに批判的な者が優勢だったが，実業界や専門職
業人達は，ハバードの所得税方式に好意的だった。委員会はミル，ニューマーチなどの証言も聞いたが，
二人ともハバード案寄りであった。しかし結局，ハバード案は否決された。報告において委員会は「今
回のハバード提案への反対は，所得税のあれこれの形態への反対というよりは，その本質への反対に
依る」と述べているが，にもかかわらず，その後の蔵相達はこの税の使用を続けたのである。その後，
公的であれ非公的であれ，新たな調査は行われなかった。
　さて，グラッドストーンの1874年予算提案（所得税廃止を含む）は，後で振り返れば，甚だ時宜を得
ていなかった。ブームは終わろうとしていたし，未曾有の物価低落が始まっていた。プロシアが台頭
し，高価な新武器の必要を人々に示唆していた。しかし，彼が予算案を作成していた73年８月には，
これらの事象はまだ隠れていたのである。後を引き継いだ保守党のノースコート蔵相は低率ではあっ
たが所得税を温存した。緊急事態はすぐにやってきて，1880年に首相に返り咲いたグラッドストーン
は，またまたこの税の増税を余儀なくされた。1885⊖86年には，１ポンド当たり８d.の所得税が総税
収の５分の１近くを賄っていた。
（「相続関係諸税」とその他の歳入源）
　グラッドストーンが，所得税を富配分の公正という観点に基づいて議論したことはついになかった。
彼の税に対する考え方は単純素朴，すなわち，必要悪であって，実施可能な水準まで最小化すべきも
の，というものだった。1874年に彼が所得税廃止に成功していたとすれば，相続関係税を軽度なまま
に置いておくことは出来なかっただろう。彼は1853年に，旧来の二つの相続関係税に，新たに不動産
相続に対する平行税を新設（ワーテルロー以降初めての新税）していたが，あまり収入は得られなかっ
た。50年代には，これら相続関係３税が，合計で300万ポンドの収入をもたらしていた。
　30年後になっても，これら相続関連税には，細部を別とすればあまり変化はなかったが，国富の成
長に伴って，その収入は1886年頃には年700万ポンド（相続財産総額は１億4050万ポンド）になって
いた。とはいえ，国家は相続財産に対しては，かくも軽度にしか課税していなかったのだ。ミルの主
張に耳を貸していなかったことになる。
　関税と内国消費税が50年代には税収のほぼ３分の２を占めていた。それ以降，この２税はいくつか
の準奢侈財への集中課税の形になるが，80年代にはなお税収の２分の１以上を占めていた。印紙税は，
50年代には８分の１以下であったが，今や８分の１を超えていた。家屋税，残存していた古い地租な
どが50年代には税収の20分の１をもたらしていたが，今では家屋税と地租を併せて30分の１をやや超
える程度でしかなかった。1885年と1886年に課された１ポンドにつき８d.の所得税は，収入源として
今や関税に比肩できるほどになっており，１年当たり，関税の2,000万ポンドに対して1,560万ポンド
ほどを生み出していた。総税収はこれに対して8,000万ポンドほどであった。
（国債）
　「国債は減らすべし」という点では，グラッドストーンもミルも同じだった。他方，減債よりは悪
しき税の撤廃を優先すべしという点でも，彼らは一致していた。グラッドストーンの眼前にある国債
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は，ほぼ全て３％物だった。表面金利がそれより高い物は，1824⊖44年の期間に，歴代財政担当者の
手によって低利借り換えされていた。この間，減債も増債もあったが，債務総額はヘンリー・パーネ
ル卿が1828⊖30年に財政改革案を提示した時に比べてさほど減ってはいなかった。1828年には確定債
と流動債とを併せて残高は８億0800万ポンドと推計されていた。対応数値は1850年７億8700万ポンド，
1852年７億7900万ポンドである。
　グラッドストーンはいっそうの低利借り換えを試みていた。1853年の４月に彼は相当規模の2.5％
債の塊を創出するべく，手の込んだ計画を提示したが，すでに英仏によるクリミア戦争への介入が始
まろうとしており，金利は上昇傾向を示していた。３％債保有者達には2.5％債への借り換えを拒否
する者が多く，３％債価格は実に，額面の90％近くまで下落していた。結局グラッドストーンの低利
借り換えは不成功で，ほんの小額の2.5％債が誕生しただけに終わった。戦争の結果，国債は3,600万
ポンドだけ増加し，以後，1888年まで，低利借り換えの試みはなかった。
　1860年代には短期間ながら国債パニックも生じた。1865年にはジェヴォンスがブリテンの石炭は枯
渇しつつあると論じていた。ミルも翌年，それゆえに現世代および直接後続世代は国債を「何とか皆
済しうる唯一の人々」であると結論していた。そこでグラッドストーンは，追加的に50万ポンドの減
債基金を設定した。もしこれ以上の戦争がなければ，これによって250年間で債務が償還できるはず
だった。1875年にはノースコートが新規の減債基金をいっそう組織的なやり方で創造した。年あたり
の国債償還費を引き上げ，減債をより規則的かつ迅速に行うという方法である。こうして1885⊖86年
の債務償還費（2,800万ポンド）は30年前のクリミア戦争直後に匹敵するほど多額であった。1885⊖86
財政年度末の国債残高は，７億4200万ポンドになっていた（1856年の対応数値は８億0800万ポンド）。
国富の成長を念頭に置けば，減債達成度はおよそ英雄的とは言えないが，国富増加と債務減額とが相
俟って，負担を著しく容易にした。石炭もまだ，豊富だった。
（自由企業への諸規制撤廃と諸規制賦課：高利禁止法，船舶法）
　租税以外の部面でも，1850年代の国家は種々の障壁破壊に力を発揮していた。これはグラッドス
トーンに健全な喜びを与えていた。航海法の最後の残滓ともいうべき沿岸取引の独占は，1854年に撤
廃された。併せて，旧来の高利禁止法が廃止された。同法はすでに実効性が減じており，例えばBOE
は1833年に短期貨幣市場で，高利禁止法の上限利率５％を無視してもよい権限を与えられたし，1839
年，1847年の商業恐慌時には，実際にそうすることによってバンク・レートの柔軟な運用が有用であ
ることを証明していた。
　1843年に政府は（再びグラッドストーンの下にあったが），古風な例外的労働関連法を制定した。
ロンドンのプール地域（テームズ川の岸辺）で石炭の荷揚げ荷下ろしに従事するウィッパ （ーwhippers）
と呼ばれる人々の労働規制であった。これは1831年にテームズ石炭規約（1807年）が撤廃されたので，
ウィッパー達の雇用を保証するためにシティ当局とウィッパー達が法案を作成してグラッドストーン
と議会に提起し，採用されたものである。ただし，所定の目的が達成されたので1856年には廃止する
旨，1851年に承認された。この問題が再燃することはもはや無かった。旧型のウィッパーが消滅しつ
つあったからである。しかし，旧来型の規制を放棄する一方で，国家は船員や海上旅行者たちの福祉
のために，新たな懸案を抱えるようになっていた。そのことは，旅客法（Passengers Acts），商船乗組
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員法（Merchant Seamen’s Acts），蒸気船航海法（Steam Navigation Acts）など一連の法律制定と，それ
らを大統合した商船運輸法（Merchant Shipping Act of 1854）に体現されている。
　すべての海上運航船は，ボートおよび救命ブイを適切に装備せねばならなくなった。海上を運航す
る蒸気船は全て，エンジンに安全弁を装備すべし：消火ホースを備えるべし：鉄製の場合は防水室を
備えるべし：デッキ上の船客に対して悪天候用の避難所を備えるべし，等と定められた。蒸気船を
査察する権限は商務院の海上部門に委ねられた。一般的な海事査察については，1850年の或る法律
（13&14 Vict. c.93）が，すべての活動的な港で，選挙制の地方海上理事会（Local Marine Boards）を創
設しており，この理事会は商務院と協働することになっていた。
　統合法は40にのぼる先行諸法を廃止し，安全に関する諸条項の他にも，今述べた海上理事会や，船
主責任，海難，海難救助，灯台，水先案内，登録，トン数などを扱う条項を含んでいた。また，航海
日誌の保管，ボート，照明，海上における犯罪や死，船具商人，船乗りの権利義務および福祉などを
扱う条項も含んでいた。
　1854年統合法は，40年代の船員関係の諸法律を引き継いで，船員へのライム・ジュース供給までも
規定していたように（先行する1850年の商船法〔Mercantile Marine Act〕を見ると，ライムもしくはレモンのジュース，
砂糖，酢，と記されている：第65条），船員に最低限の保健・医療サービスを保障する諸条項を備えていた。
総じて，この統合法は賃金支払いに関する十全な規定を設ける反面，賃金そのものは規制しないなど，
船における生産要素（資本と船員労働）の価値やバランスについては注意深く手を触れなかった。
　他方，上記の保健・医療サービス関連規定などは，従来に比べて国家に新たな権能を付与する性格
のものだったが，船主・船長の強い職権や海上での船員の孤独などという事情があったので，なかな
か管理が困難な新権能であった。1867年にライム・ジュース等の条項が改善され，また，船主や船
長が適切な食物や薬を与えなかったために病気になった場合，船員が賃金支払いを要求できる権利
を認められたが，これも実効をあげるのは容易ではなかった。1870年代前半には，１年おき（1871，
1873，1875年）に商船運輸法が制定され，この間，議会では船員に味方する議員達が，棺桶船（cofﬁn 
ships：とくにアイルランド飢饉時に，海外に活路を見いだそうとする貧民を劣悪条件で移送した船を言う。そう呼ばれ
るほど死亡率が高かった）で巨利を得たり，乗せすぎで人々の命を危険にさらしている連中と戦っていた。
ついに1876年になって，これら一連の法律の最後のものが，海上航海に値しない船を海に送り出すこ
とを犯罪であると宣言し，穀物積み込み，デッキの荷物などを規制した。また，積み荷に関して基準
を定めた。この基準は推進者であったS. プリムソル（Samuel Primsoll）の名を冠している。彼は1868
年から1880年にかけて，ダービー選出の急進的な議員であって，この時期の船舶関連法に誰よりも貢
献している。
　工場法：1848年に10時間法が成立する前後，J.ブライトなどは，この法案に対して批判的だったが
（賃金を引き下げる結果になるだろう，と），この年にヴィクトリア女王が10時間法を積極的に承認し
たことに象徴されるように，国家の姿勢は明確だった。ブライトなどの予測にも拘わらず，実質賃金
も貨幣賃金も上昇し，50年代後半の綿工場はむしろ過剰稼働気味であった。10時間法は，リレー式労
働によって潜り抜けられていたが，1850年の補足法（おそらく本法以上に重要）が，女性と若者（young 
persons）は午前６時（もしくは７時）から午後６時（もしくは７時）までしか働いてはならない：そ
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の間１時間半の食事休憩を保証されるべし：土曜には午後２時には仕事を終えるべし，と定めた。奇
妙なことに児童に対する規定がなかったので，1853年にこの点が補正された。
　繊維産業の工場主達は，自分たちだけが労働時間規制に服さねばならないのは不合理だとして，
工場監督官達に不満と敵意を抱いていた。女性・年少者・児童に対する時間規制が，間接的に成人
労働規制につながっているという不満もあった。50年代の製造業者達は，工場法修正協会（Factory 
Amendment Law Association）を組織して，監督官の中でもとりわけレナード・ホーナー（Leonard 
Horner）を目の敵とし，若干の成果を得てはいた。しかし政府が1860年と1861年に，繊維業者達に対
して遅ればせで部分的な回答を出した時，それは工場主達の望んだものではなく，漂白業，染色業お
よびレース工場における女性・若者・少年（youth），児童を，工場諸法の規制下に置く法律という形
で現れた。
　工場労働条件の改革者達は別段，上掲３つの産業が特に悪質と想定していたわけではない。繊維産
業に工程的・地理的に隣接していて，統御が容易であることが新法登場の理由であった。ちなみに，
漂白および染色業（とくに大規模業者）では，雇用主達も工場法規制にさほど敵対的ではなかった。
　レース産業では，1860年はまさに工場法適用の機が熟した年だった。40年代に児童委員会が調査し
た時点では，まだ工場生産は支配的でなく，工場法規制を適用する状況ではなかった。しかし，1860
年代に入ると，3,000⊖4,000台の編み機のうち，個人の家に置かれた手編み機は90台未満になっていた。
こうして，工場法が適用されたのである。
　このころ改革者達は，児童労働そのものの害悪よりは，それに伴う教育阻害を問題としていた。
1860年代の委員会（「児童の雇用に関する委員会」）は，「未だに法規制のない職業や製造業」におけ
る児童について，一連の報告書を1863年から1867年にかけて公刊したが，そこでは教育問題への関心
が顕著であった。甚だしく非衛生な「個人の家」（private houses）や戸外において，児童・幼児を労
働させる慣行も続いていた。規制外のレース製造業や靴下製造業，あるいは麦藁編み業等々では，醜
悪な実態があった。縫い合わせの編み手袋の仕事を始める通常の年齢は５歳だった。３歳半の幼児を
多く見たという証言もある。麦藁編みの「学校」に入るのは４歳が普通で，３歳半や３歳の場合も少
なくはなかった。ただ，重量物を扱う仕事になってくると，児童への労働需要は低下した。
　無学，惨めな作業条件，過剰労働時間などの端的な例は，ポッテリーズ（Potteries：スタッフォードシャー
北部の陶器産地）地域の惨めなモールド・ランナー（mould runners）と呼ばれた子供達だろう。彼らは，
型板（mould）の上に湿った重い陶器を載せ，それを走って運び，華氏100⊖120度（38⊖49℃）もある部
屋（成型した陶器を乾燥させるための）に入ったり出たりしていた。冬期には炎と氷の地獄だった。労働
時間は１日に12時間に及んだ（もっと長い労働時間を示唆する当時の文献が多くある）。個人の家における釘
職人，煉瓦工場や鎖製造職の児童達も同様だった。
　国家による規制は，ポッテリーズ地域やバーミンガム地方，あるいは諸方の冶金業では，一部の職
業分野（近代的な工学部門など）を除けば困難だった。というのも，企業ではなくて職人が児童を雇っ
ていたからである。バーミンガムの諸職業では，子供達の大部分と若者の多くが，成人の出来高職工
に雇われていた。鉄工業では，撹錬工や錬鉄工などが少年を雇っていた。鎖，釘，錠，馬具の金物等
の製造業では，職工個人ではなく企業が少年を雇うことは稀であった。ランカシャーでもボイラーの
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鋲打ち工が同様だった。
　しかし，委員会（上記「児童の雇用に関する委員会」）の報告が次々に出される間に，規制も行われた。
委員会の第一回報告は，煙突少年を保護するはずの種々の法律が，多くの場所で機能していない（首
都といくつかの他の町は例外），と明言していた。煙突によじ登っている間に死んだ少年に関する多
くの哀れな事例が明るみに出された。少年達の奴隷取引もあった。「リヴァプールでは，悪い女が多
く居ると，望むだけの数の子供を入手できる」と，或る煙突掃除の親方は述べている。議会はすぐに
シャフツベリー卿による規制法案を受け入れて法制化したが（1864⊖65年），２年後には第五回報告が
規制の無効性を明らかにした。同報告は，煤けて痛ましい煙突少年の軍団が2,000人は居ると見積もっ
ている。追加法が出された後の1875年になってさえ，或る煙突掃除人は「大きな町では沢山の少年達
が煙突に登っている」と信じている。1864年の二つ目の法では，新たに６つの業種が，工場法の対象
とされた。その一つであるファスチアン織りの裁断が工場産業ではないことに示されているように，
「工場」という術語は，これら６つの業種に関しては「人々が雇用されて働く場所全て」と規定された。
この新たな定義に対しては，反対はなかった。
　法の一般的拡大適用は，手の込んだ1867年法（30 and 31 Vict. c. 103）によって実現された。この法は，
長々としたリストで示された諸産業と，製造工程で50人以上の人々が雇用されているすべての場所を，
工場法の諸規則および内務省の監督官の下に置いた。ただし，非常に多数の例外や留保が付されてい
た。他方，危険な工程（ガラスの溶解や金属研磨など）における女性と児童の労働を禁じていた。
　工場法と共に，作業場法（Workshop Act）が制定された（30 and 31 Vict. c. 146）。これは手仕事に従
事する全ての児童，若者，女性を対象としており，雇用主の家族は含まれたが，下請けは含まれなかっ
た。労働時間は工場におけるよりも弾力的に設定され，管理と監督は地方衛生当局に委ねられた。こ
の法は曖昧で寛大にすぎた。地方当局は怠惰で，仕事にまともに向き合わないケースがしばしばだっ
た。３年後，或る重要な工場監督官の領域で取り上げられた352の地方当局の内，172が法を実施する
措置を全くとっておらず，足繁く作業場を訪問していたのは，僅か110の当局にすぎなかった。法の
無視を是正するために，作業場監督権限・義務は1871年に，内務省のスタッフに移転された（ただし，
衛生問題の監督は別）。こうして，彼らはこれまでの僅々３万程度の作業場（work-places）に代えて，
11万ほどもある，あらゆる種類と規模の作業場を監督せねばならなくなった。
　内務省スタッフがこの重責と格闘している間に，フォースター（Forster）の教育法（1870年）が児
童労働に対する唯一の一般的解決策を提起していた。つまり，学校に通うことを強制するというもの
だった。他方，北部の繊維労組が，女性のペティコート製作において週労働時間は54時間に制限すべ
しと主張し，1874年に56時間半を獲得した。この際，最後の空理空論派とも言うべき人々が，法は成
人の自由に手を触れるべきではない，と論じていた。女性が，規制対象になっていない男性労働者と
競争していく権利を守るべし，という人々がこれを支持した。彼らは工場法の対象とすべきは児童だ
けだ，と言いたかったのだが，彼らの議会での代弁者H.フォーセット（H. Fawcett：後掲）が繊維工場
法案から「女性」という文字を削除しようとした際，見事に失敗した（1874年）。その後，彼らの努力が，
以前から定められていた法のコースを逸らせたことは殆どなかった。
　1878年に，工場法は統合されて，単一の大々的な「工場及び作業場法」（41 and 42 Vict. c. 17）に結
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実した。この統合作業は1875年に任命された或る委員会によって準備された。委員会の証言や報告は，
管理上の諸問題で充満しているが，かつては諸調査の頁の多くを埋めていた児童等の極端な酷使につ
いては，あちこちで多少触れている程度である。つまり，少なくとも最悪の酷使は姿を消しつつあっ
た。そして，驚くほど反対が少ないままに受け入れられた学校教育の強制は，すでに満足すべき結果
を生み出していた。
　法（今や国のほぼ全ての屋内製造作業をカヴァーしていたのだが）の本質的要素は，1830年代に繊
維工場に対して制定されて以来，あまり変わっていなかった。標準日は10時間労働を，土曜日は6.5
時間労働を意味していた。大部分の産業では，この標準日は午前６時（または午前７時）から午後６
時（または午後７時）までを意味していた。児童は14歳以下，少年は18歳以下であった。10歳から14
歳までの児童が働く場合は，「ハーフ・タイマー」でなければならなかった。これは，１世代に亘る
立法が規定してきた概念である。しかし，工場児童が一日の半分は教育を受けるように取りはからう
べし，という雇用主の義務は「負担義務（burden）ではなく特権である」として維持された。この特
権は，たえず挑戦を受け続けることとなる。２，３の職業（石炭鉱業，他）から，女性と児童は外さ
れたままであったが，そのリストは拡大されていない。また，彼らは夜間労働からも除外されたが，
冶金業では若干の少年が，その例外とされている。他方，法の適用外となった女性グループの他に，
自分の家庭で雇用されている女性と児童も，多少の留保条件付きで，適用から除外されている。彼ら
は1867年法では除外対象ではなかった。下請けも全て，法の適用外のままだった。
　1878年後，統合法がうまく機能しているという認識から，国家は５年ほど，この種の法制定から手
を引いていた。1844年以降，そんなに長い休息はなかったのである。1883年に或る法律が制定されて，
この休息を終わらせたのだが，この法はこれまでのシリーズの延長だった。ヴィクトリア朝末期の新
シリーズの法制定は，1886年にようやく始まった。その新法は「店舗における児童及び少年の労働を
規制する」法である。
　しかし，工場法制定運動が休止している間に，議会は雇用法の新たな頁を開いていた。コモン・ロー
では，公衆に対する雇用主の責任は，彼の使用人に対する責任と非常に異なっていた。もし使用人
が第三者を負傷させた場合，たとえ雇用主がそういうことがないようにと使用人に注意していたとし
ても，雇用主は第三者に責任を負った。しかし，使用人が別の使用人を傷つけた場合は，雇用主が適
切な事前の安全策を講じていた限り，責任を負わなくても良かった。1880年の「雇用主責任法」（43 
and 44 Vict. c. 42）は，使用人の立場を公衆のそれに近づける第一歩となった。鉄道の場合，両者の接
近は完璧だった。新法の下では，不注意な運転手によって死亡した転轍手と乗客とは全く同一に扱わ
れた。しかし，他の業種では，同一視はそこまで行かなかった。船員，家庭内の召使い，筋肉労働に
従事しない者には，同一化は及ばなかった。
　トラック賃金法，鉱山法：グラッドストーン的な国家は，公務員給与を別とすれば，現実賃金率に
手を触れることなど考えもしなかった。また，トラック賃金を規制する既存法を強化することもしな
かった。1831年のトラック賃金法以降，1887年に至るまで，一般的なトラック賃金法はなかったので
ある。後者の法は，その前年（1886年）の店舗法（前項参照）と同様，ヴィクトリア朝末期の労働関
係法に属する。1871年にトラック支払いの残存に関する広範な調査が行われた。これに後続する唯一
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の法的措置は1874年法であって，下請けの編み物産業におけるトラック支払いそのものに留まらず，
編み機貸料の濫用をも規制する意図があった。編み物や釘造りのような散在的下請け業では，少数の
仲介的トラッカーが残存していたが，彼らはしばしばパブの店主であって，現物は彼らの店で手渡さ
れていた。彼らは1883年に，1842年以来炭鉱法の一部であったパブでの賃金支払い禁止規程が，農業
を含む全職業に拡大適用された時，大きな打撃を被った。
　アシュリー卿の炭鉱法（1842年）は労働法であり，50年代の諸法は安全対策法であった。1855年に
は，全ての鉱山に対して一般法が存在しており，さらに各々の鉱山に対する特別規則を制定できると
いう規定があった。監督官達は，この個別規則検討過程で，鉱山の安全をさらに高めるには何が必要
であるかを学んだのである。1860年にはアシュリー法を超える第一歩が，おずおずと踏み出された（23 
and 24 Vict. c. 151）。それまでは縦坑に降りて行くことを禁じられていたのは10歳以下の少年だった
が，新法では，原則として12歳以下となった。巻き上げエンジン担当者の最低年齢は18歳以上となっ
た（アシュリー法下では，15歳の少年が何人もの男達の命を預かっていた）。しかし，将来に向けて
最も重要なのは第29条である。つまり，全ての鉱山の坑夫は「計量を行う場所に人（その鉱山の被雇
用者の誰か）を送って計量を見守らせ，重量で支払われる場合にはそれが公正に行われるようにさせ
る」という権限を与えられたのである。この条の背後には，ヨークシャーにおける激しい闘争があっ
た。1860年以降の数年も，この条項を巡って戦いがあり，鉱山主達は何とかこれを回避しようとした。
1887年になって漸く，法は坑夫達の望んでいたものになったのだが，その意味で上記条項規定は，歴
史的出来事である。
（保健関連立法）
　国家は，コレラとチフスの流行した1848年に制定された開拓者的な公衆衛生法（Public Health Act）
以来，病気との戦いを続けていたが，種々の法が相互にうまくかみ合っておらず，戦いは組織性を欠
いていた。国家は，一方ではその戦いの担い手である地方自治体に不信感を抱き，他方では後者を過
信するという，ちぐはぐ状態にあったので，作戦は逡巡的だった。議会では，自由党的な人々が，比
較的最近まで腐敗を取りざたされていた地方自治体に対して懐疑の念を抱いていた。保健行政組織の
司令部では，専門家達へのベンサム的信頼感があった。この信頼感は，初代長官E.チャドウィックが
普及させたのである。しかし，18世紀にそうであったように，地方政府は伝統的に，強制的ではなく
緩やかな法制化と，市町村の主導を良しとしていた。
　1848年の衛生統括局（General Board of Health：第１巻第14章ではBoard を「院」としていたが，訳を「局」と
改める）は，チャドウィックとアシュリー卿の手になると言ってよいが，３人構成の救貧法委員会（Poor 
Law Commission）の完全なレプリカだった。上院議員２人と法廷弁護士（barrister）１人とで構成され，
健康な生活の維持が目的とされた。１年ほど後に，死人を埋葬するために，内科医が１名加えられた（先
述のS. スミス医師が1850年に参加）。法廷弁護士と医師は給与ベースの雇員であった。何よりも局は，
救貧法の保護会（第１編第８章，参照）を通じて仕事をするほかなかった。局に可能だったのは，自治
体であるバラ（borough）の議会が，地方公衆衛生理事会（Local Board of Health）としての役割を引
き受けるよう，もしくは死亡率が異常に高い地域では地方理事会を選出するよう，強制することだけ
だった。５年経っても，都市部の200万人ほどが法の下に置かれただけだった。20年以上もの間，都
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市と都市化地域を除けば，法の影響は殆ど感得されることがなかった。
　第一次統括局（the ﬁrst General Board）は1854年に期限満了となり，チャドウィックの公的生涯も
ここで終わるのだが，その時点まで彼もアシュリー卿もスミス医師も間断なく働いた。自分たちが指
示できない方面へは，助言をしたり回状を送付したり，簡易宿泊所（Common Lodging House）法案
や埋葬法案，あるいは一連の小規模な排水・水道設備法案を推進させ，局による暫定的な指示を確実
なものとするべく奮闘した。チャドウィック達の戦いが功を奏しておれば，埋葬は全国的に統制でき
ただろうし，ロンドンも排水と上水道の両面で統一的なシステムを獲得していただろう。しかし，局
の最終報告が語るように，彼らの努力は広範な既得権者によって妨害されて成功しなかった。チャド
ウィックは下僚としては不器用な人で，人の操縦は苦手だった。後の上司達も彼の政策を攻撃した。
議会も集権的衛生政策に消極的となり，局を廃止してしまった。その後，俸給制雇員を持たない，あ
やふやな１人局が４年間続き，1858年には内務省の或る部局に，そして1871年には地方政府局（Local 
Government Board: LGB）に，引き継がれた。
　チャドウィックが去った後，公衆衛生施策の進展は鈍化した。しかし，1855年の一群の公衆衛生法
が制定されたことは救いであった。この結果の一つが「ロンドンおよび首都圏土木工事局」の創設で
ある。続く２，３年の内に，局はロンドンの動脈的下水道工事を手がけ，市の南北に排水口を切り開
いた。
　11年後にはコレラの再発があり，国はこれに押されて公衆衛生施策を前進させた。1866年の衛生法
（the Sanitary Act of 1866）は，ロンドンをも対象としていたが，地方自治体が衛生上の検査を行うこ
とを義務化した。そして初めて，苦情が寄せられた場合は国務大臣が，これら地方当局に諸々の公害
を除去したり下水道や上水道を整えるよう，強制できる権限を与えた。
　1860年代後期の衛生諸法は，地方の諸法律，工場法，埋葬法，簡易宿泊所法，ワクチン・アルカリ・
煙害・食品混合物法などに分散していたが，それらの中核は1848年の公衆衛生法と1858年の地方政府
法だった。下水道の管理当局は通常，教区委員会であったし，公害管理の当局は救貧法の保護会であっ
た。最大級の地方自治体当局でさえ，しばしば衛生問題に冷淡だった。60年代初期には，非衛生な小
都市や田舎で不面目な光景が見られたにもかかわらず，事態はそのようであった。1869⊖71年の王立
衛生委員会は非常に有能で，「町や村の健康のために必要な全ての権限は，どこにおいても単一の責
任ある地方当局によって保持されるべきだ」と勧告していた。しかしこれは，未だに達成されていな
い理念である。
　この委員会の報告が，1871年法（この法がLGBを創設した）および，衛生に関する権限を同局に集
中するための後続諸法，ならびに1875年の統合公衆衛生法の基礎となった。しかし，衛生の観点から
見て不幸なことに，LGBは旧来の救貧法局を吸収したこともあって，衛生面の施策に関しては，後者
に大きく影響された。救貧局は，従来から衛生問題では実績が悪かった。その制度は公式的で官僚的
だった。同局は本部の医療助言者を行政官の下に所属させた。地方の監督官は，医療上の知識を欠い
ていた。LGBは，今や至る所に衛生官を配置する義務を負っていたのだが，その際，救貧法から引き
継がれたやり方にしたがった。衛生官は通常パート・タイマーで，その僅かばかりの俸給は，彼らが
果たす仕事量を暗示しているかのようだった。古い救貧法の雰囲気の下では，貧困であれ病気であれ，
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予防的な政策は花開いていなかった。20世紀になってもなお国の健康保護に関しては，大きなギャッ
プ（あるべき姿と現実との間の）があるが，もし70年代のLGBが，1871⊖75年の諸法制によって与えられ
た権限（および当時利用可能な医療知識と調査上の便益）をフルに利用していたら，30年早く埋めら
れていたかもしれない。1884年にコレラがエジプトから北西に広がって行った時，LGBは沿岸防御の
ために早急に検疫を行うよう指示した。ちなみに，沿岸の状況については，LGBも全く無知だったよ
うだ。結果として，お粗末な地方当局にあっては，創設以来全くまともな仕事はしていないばかりか，
自分たちの地域の衛生上の必要事項について適切な指示を受けることすら全く望んではいない，とい
うことが分かっただけだった。彼らに指示したり強制したりすることが出来たはずの時間が12年間，
無駄にされていたのだ。コレラも終息し，1884⊖86年の調査は，終了する前に中止された。この時期
の終わり頃には，健康はかつてより大いに改善されていたとはいえ，達成できていたはずの健康水準
には遠かった。
（イングランドの救貧法）
　救貧法局（the Poor Law Board： PLB）は，20年間（1847⊖67年）何とか生き延びており，LGBも初期には，
その伝統に支配された。PLBは恒久化された僅か４年後に吸収（1871年，LGBによって）されたのだった。
かの絶望的なまでに不人気だった1834年設立の救貧法実施委員会（executive Poor Law Commission）は，
1847年12月，アイルランド飢饉と商況不振の結果，貧窮者の数が異常に高くなった時に，有名無実的な，
議会の或る局の長にバトンタッチされていたのである。前者，すなわち1834年の実施委員会であるが，
1834年以降の13年間（1847年までの），国の大部分を新しいタイプの救貧法連合（Poor Law Unions）に
組み替えており，ほぼその全てに，或る種の作業院（workhouses）を設立していた。1834年の「報告」
で表明されている意見と裏腹に，実施委員会は管理上の便宜のために，一般的な混合作業院を黙認し
ていたのだが，この結果，報告ではこの作業院の濫用について，最悪とも言うべきおぞましい説明が
見られる。ナッソー・シーニョアは何年も後に「我々は1834年に，全ての『連合』に，児童向け，健
常な成人男性向け，健常な成人女性向け，それに老人向けの建物を各一つずつ，合計４棟用意するよ
うに勧告していた」と憤慨している（1861年救貧委員会での証言）。彼の憤慨は，1834年後に一般化
した実際の政策に向けられたものである。しかし，救貧法管理者達にとっては，建物を一つ建てる方
が，実際上簡単だった。また，健常者は院には殆ど来ないと期待されていた。別棟を建てるのは無駄
というわけである。こうして，管理者達は地方の仕事をおよそ真面目には遂行せず，別棟の建物の代
わりに，建物の内部を区分する便法に頼った。中央機関も彼らを督励することはしなかった。このた
め，とくに児童と病人に破滅的な結果がもたらされた。
　労働能力のある者は作業院に入所させる以外救済しない，という政策は，ロンドンの諸事情や北部
産業地帯における不機嫌な抵抗のために，崩壊していた。1847年の新しい局は，５年間努力した後で，
崩壊を確言している：「屋外援助の全面的禁止は，健常者に対してすら，得策ではない」（1852年の回状）。
その後10年単位で見ると，禁止令が適用される「連合」の数は減り，適用対象外の人口は増加していっ
た。30年代には国の政策と考えられていたものが，70年代までには相対的に人口過剰気味の田舎の「連
合」にのみ，それも例外的に，適用される政策になっていた。疑いもなく，この禁止政策は，農業労
働者をナッヴィー（navvies: navigator のこと。第１巻第９章，参照）や都市の荷馬車屋，鉄道従業員，警官，
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移民などに転じさせるのに大きな役割を果たした。
　50年代を通じて，統計上の救済貧窮者の数は，着実に改善された。1850年の100万人（率にしてイ
ングランドとウェールズの人口の5.7％：但し，一時でも救済金を受領した者の数・率）から，1860
年には84万5000人（4.3％）に減少している。このうち，屋内救済者の数は非常に定常的で，最低11
万人，最高12万5000人の範囲内で変動しているにすぎない。変動の中身は，主として屋外救済者とい
うことになる。とは言え，新救貧法施行後の４半世紀の間，屋外救済者の数は，法の管理者である
保護会（Guardians）の投げやりな運営によって高水準を保ち，1860年頃でも屋内救済者の７倍とい
う状況のままだった。都市の貧窮者は「作業院」（懲罰的な色彩を帯びており，社会的脱落者の烙印となった）
に収容されるのではないかという恐怖と，いざとなれば屋外救済を受けたいという気持ちとの間を揺
れ動いていた。仮に中央機関が地方の保護会に安易な屋外救済を止めさせたいと強く思っていても，
前者には後者に対する強制力がなかった。
　屋内救済者の中には，一時的な，あるいは専門的な放浪者が含まれており，その数は増加しつつあっ
た。「報告」や30年代の法制は，これを見逃していた。健常な放浪者は，他の健常な貧困者と同様に，
「作業院」を提供された。或る作業院から他の作業院までは，楽に一日で歩いて行けた（とくに首都圏）。
そこでロンドンでは，作業院が好ましからぬ放浪者で満杯になって，50年代後半には管理者達の間で
問題となっていた。
　救済貧困者の数が最低値に達した1860年末に，テームズが凍結し大雪も降って，貧窮者が４万人増
加するという異常な事態が生じた。この時に，多くのロンドン救貧法当局者の無能，腐敗，失敗など
が露呈された。救貧法が崩壊したともささやかれた。議会でも，古くからある中央集権的管理への嫌
悪が，PLBとその指令こそが諸悪の根源だという議論の形をとって，反響した。議論は，現在の局を
なくして救貧法管理の単位を拡大せよ，そうすれば有為の人材が得られて改革が進むだろう，という
風に進展した。この時，PLBはまだ恒久化されていなかったことを想起しよう。当初，５年という期
間で創設され，その後は更改されていたのである。
　強力な議会委員会が３年間，救貧法とその作用を，とくにロンドンに注意を集中して吟味した。メ
ンバーはチャールズ・ヴィリアーズ（Charles Villiers），ロバート・ロー（Robert Lawe）およびロバー
ト・セシル卿（Lord Robert Cecil）であった。
　綿業地帯における初期の失業（1861⊖65年の南北戦争・綿花飢饉を想起しよう）は，屋外援助を寛大化す
ることで対処された。ランカシャーでは救貧地方税が低かったので，しばらくは引き上げの余地があっ
た。しかし，たちまち個々の教区から，負担増に対する不満が湧き上がった。ランカシャーの地方税は，
例えばハンプシャーなどより遙かに低かったが，ランカシャーは議会でも，自らの意見を通し，1862
年８月には，新たな法が制定された。つまり，或る教区の地方税が課税対象価額１ポンド当たり３s.を
上回った場合，所属連合内の他の教区も，その負担を分担せねばならない：或る連合の地方税負担が
５s.を上回った場合は，救貧法局は他の連合（但し，ランカシャー，チェシャー，ダービーシャーは除く）
に負担を分担するよう指示できる，と定めたのだ。このような補助的地方税はエリザベス期にも考え
られたことがあったが，コブデンやランカシャー議員達は同法に新機軸を含ませた。つまり，負担を
分担する連合は，緊急的に借り入れ権限を与えられるというものである。
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　これを承けて，1863年に公共事業法（Public Works Act）が制定された。大蔵省と公共事業貸付委員
会（Public Works Loan Commissioners）が，「連合」と地方の救貧法当局に，地方税を担保として貸し
付ける権限を与えられた。事業の中身は，排水・下水等の耐久性施設建設であって，失業者に仕事を
与える意図があった。綿業職工はあまり排水工事をしなかった。この時，連合は救貧法局の同意を得
て，多くの職工達のために，手作業ではなく頭脳作業を提供したのである。この工夫は有名になり，
ランカシャーはこれを誇りとしていた。失業危機は過ぎ去ったが，1863⊖64年の国全体の貧窮者数は，
1860年に比べて20万人だけ多かった。1866年になると，数ではなくて貧窮者率において，1860年水準
（4.3％）に戻った。
　他方では，委員会（上記セシル卿達の）が注意深く報告を提出していた。報告は中央当局の存続はぜ
ひとも必要であり，また，それが恒久機関となることが望ましい，と宣言した。これによって，救貧
法局は恒久化され（1867年），その後継者である地方政府局も恒久化された。委員会は更に次のよう
な意見を明らかにした：新救貧法は，1860⊖61年に崩壊したわけではない：法を補完するために過多
な慈善的行為があった：ロンドンの「連合」は緊急事態に対処できたはずだ：現存の医療援助に介入
する必要はない（救貧法の医療担当者達は声を大にして「多種多様な仕事に対して一定額のお金」し
か出さないやり方に，委員会で不満を述べていたのだが）：作業院での教育は概ね満足すべきだが，
可能な場所では別個の救貧法学校を設けるのが望ましい：議会は，地方税賦課の地理的領域を拡大す
るという一般的問題（個々の教区ではなくて「連合」に賦課するという）を更に考慮すべきだ：法で
救済対象となる人々の分類を徹底的に細分すべきだ，等々。
　救貧地方税は「連合」に課税を，という委員会の示唆は，教区が吝嗇であることが社会的諸悪の根
源であるという周知の事実と相俟って，決定的と言うべき1865年の連合課税法（Union Chargeability 
Act）をもたらした。「連合」には当初から，いくつかの一般的目的のための基金があった。1834年以
来，この基金からの諸々の支出が増えていた。今や「連合」は，あらゆる目的のための金融主体となっ
た。どんな教区も，潜在的貧窮者を救貧地方税の高い近隣の教区へ追いやるという方法で貧困負担を
回避することができなくなった。この法律は，1834年の「連合」政策の論理的帰結だった。
　1864年報告のもっと早い成果は，その年の「首都圏無宿貧窮者救済法」（Metropolitan Houseless 
Poor Act）であった。この法は，共通の首都圏基金を設立し，そこから保護会が臨時労働者や浮浪者
のための資金を出すというものだった。これは成功だった。賢明な人々によって熱心に主張されてい
た貧窮者の細かな分類も，やっと実現しつつあった。1867年の首都圏救貧法とその後の諸補足法が，
これを更に前進させた。共通基金は，精神障害者，天然痘・熱病病院，救貧法学校等々の機関や政策
のための支出に充用できるようになった。作業院の病室や医務室では，様々な種類の病気にかかって
いる貧窮者が，他の貧窮者によって看護されるという酷い状況だったが，そのことも明るみに出た。
救貧法局の長官であるG.ハーディ（Gathorne Hardy）は，1867年に議会で「病人は伝統的な作業院政
策の対象として適切ではない」，「我々は，病人が全く別のシステムで対処されるべきだと断固として
主張する」と宣言した。こうして，新しい動きの背後には，公的な推進力が働いていたのだが，一歩
首都圏を離れると，「連合」は統御が難しかった。たしかに1869年には既に作業院の医務室に改善が
見られたが，専門機関については，大都市や大規模連合の場合でさえ，1886年になっても前進はごく
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僅かだった。
　60年代後半の不況によって，貧窮者はやや増加した。1868⊖71年の４年間，屋内・屋外救済者の数
は100万人（人口の約4.6％）を少し超えていた。屋外救済者数が執拗に高水準であることは（その数
は50年代，60年代前半に比べると減少していたが，そのうちの健常者の数は，なお作業院収容人口とほぼ等しかった），
個人主義的思想家や官僚等にとって，一貫して，何とかせねばならぬ課題だった。彼らは経済的・社
会的・倫理的進歩が，いつの日か救貧法を無用なものとするだろうと期待し，貧困化阻止によって少
なくとも健常な屋外救済対象者を無くするのが自らの明確な義務であると信じていた。1871年にヘン
リー・フォーセット（Henry Fawcett：経済学者，ケンブリッジ大学教授。25歳の時に失明）は，「現在の状態
が続くよりは，救貧法を廃止する方が遙かによい」と論じていた。もっとも，彼の狙いは法の廃止で
はなく，屋外援助を段階的に減らし，究極的には廃止するところにあった（H. Fawcett, Pauperism: its 
Causes and Remedies, p.41, p.24）。彼も1834年法精神の厳格な信奉者であり，このように34年法を神聖
視する者は，思想家や救貧法管理者に多かったのである。
　フォーセット的精神は，70年代の地方救貧局や救貧監督官をも鼓舞した。こうして，「反屋外救済」
十字軍と呼ばれる活動が始まった。1877年に至るまで，景況はブームから停滞へ向い，人口は増加し
ていたにも拘わらず，救済者数は年を追うごとに減少していった。屋外救済者数は屋内救済者数の４
倍以下に下がった。健常な屋外救済者数は，作業院人口の半分以下になった。国が不況を心配して
いた1884⊖86年にすら，救貧法による救済者数の人口に対する比率は，これまでになく低く（2.8％），
健常な屋外救済者の数は，取引ブーム時の1871⊖73年の人数よりも遙かに少なかった。減少の要因が，
どの程度，救貧法管理のあり方によるのか，慈善や自助努力によるのか，国全体の福祉水準の上昇に
よるのかは確定できないが，福祉水準の向上は否定できない。1885⊖86年委員会の「少数意見報告」は「友
愛協会や同業組合の援助が，産業失業者（the industrial unemployed）の貧困化を抑制した」と指摘し
ている。
　正真正銘の放浪については，扱いが困難なままだった。もっとも，ロンドン圏外の諸保護会は，中
央政府や1871年の或る法律の助けを借りて，放浪に関して注意を払ってきたし，1867⊖68年以降，不
定期の監督官を設置していた。不幸なことに，貧困だが職を探している放浪者と専門の放浪者とを選
り分ける試みはなかった。また，作業院と同様，不定期監督官は，自由には何も出来なかった。そこ
で，不況の時には，全国あちこちに保護会の作った作業場（labour yard）があって，そこでは不快で
余り有用でない仕事が行われているという事態が生じていた。他方，やる気のない保護会にあっては，
作業場は救済の単なる口実となっていた。これこそが70年代の救貧監督官達が敵視していたものであ
る。　 
　J. チェンバレンが1886年の失業期に，地方政府局から注目に値する回状を配布して，真に有用な救
済事業（例えば綿飢饉の時の衛生事業引受）の創設を市町村の評議会（Town Councils）に示唆したのは，
社会の利害に反するこれらの極端例を避けるためであった。この回状は即時的な効果を発揮しなかっ
たが，グラッドストーンの好みに合わない新自由主義のシグナルではあった。　
　「国民保険」計画：1874年に報告を出した「友愛協会に関する委員会」（Commissioners on Friendly 
Societies）は，或る著名人グループから提起された計画を「国民友愛協会」（National Friendly Society）
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と記述していた。これは，あまり使われていない既存の機構（郵便局を通じて年金国債を政府から買
う機構）を，同様に疾病・老齢・埋葬保険を買う機構へと拡大しよう，という計画だった。零細貯蓄
に対して，安全性に欠けた既存の大部分の友愛協会の代わりに，完全な政府保証を提供するものだっ
た。委員会報告は，この時は特に重要な成果をもたらさなかった。しかし，その後1878年11月から
1879年にかけて，ハンプシャーの教区牧師W.L.ブラックリー（W. L. Blackly）が，「国民保険」のタイ
トルの下に，強制貯蓄を軸とする救貧策を精力的に鼓吹し，２，３年の内に，主要な街のほぼ全てで
宣伝遊説を行なった。したがって，80年代には「国民倹約保険」（National Provident Insurance）は，ブラッ
クリー計画と呼ばれたものを意味していたのである。この計画は，かなり荒削りなもので，雇用主が
全ての若者（17⊖21歳）の賃金から，強制的に10ポンド（年当たりだろう）を天引きし，この資金を政
府が郵便局を通じて管理するというのである。国民は男女を問わず，また社会階層の如何を問わず，
国家的必要のために同様の拠出を行う：しかし受益者は賃金稼得者に限られ，病気の際には１週８s.，
70歳に達した時は１週に４s.を支給される，というのである。強制性と，便益を受けない者の拠出は，
当時の平均的意見に反していた。また計画全体が，自発貯蓄をしていた友愛協会の既得権者に歓迎さ
れなかった。1885⊖87年に国民倹約保険について調査していた或る委員会は，ブラックリーに謝意を
表しはしたが「世論がいっそう進展」する時まで待つ，と決定した。後に「その時」（国民保険と国
民老齢年金の実現）は来たのだが，開拓者であるブラックリーはすでに殆ど忘れられたいた。
（スコットランドの救貧法）　
　スコットランドの救貧法は，非常に保守的な人々の手によって，1845年に改正されていただけだっ
た。改正法はすぐに，ハイランドと西部諸島の飢饉，および産業地域の不況に遭遇した。当時でも，
古くからの「法的」もしくは「名簿に記載された」貧窮者と「一時的」貧窮者との区分が残存したま
まだった。「一時的」貧窮者は，病気・事故等による臨時的な無能力化に由来するものと考えられていた。
しかし，1848年の不況時には，スコットランド監督局は「避けがたい事情によって雇用から投げ出さ
れた…健常者」は一時的な貧窮者として扱われうるし，臨時的な救助を受けうる，という助言を法に
基づいて受けていた。この意見が真面目に採り上げられる前に，諸裁判所がこの意見を覆した。1852
年の裁判では，健常者は「どのような状況下においても」教区の援助を受ける権利は持たない：両親
と切り離し得ない子供達もまた同様だ，と判決した。かくしてスコットランドの法は，この期間を通
じて改正のないままもちこたえ，それに気づいていたイングランドの抜本的貧困撲滅主義者の羨むと
ころとなっていた。
　他方，スコットランドに救貧院（poorhouses）を設ける事業は前進していた。その作業の大部分は
1848年から1865年の間に行われたが，「前」救貧院的な残物は1870年にも生き残っていた。法改正の
前には，大都市にだけ，それもほんの数棟の病院と作業院があったにすぎない。通常のやり方は，教
区当局が普通の民家を借りて，「名簿に記載された」病気もしくは無能力の貧困者を収容するか，も
しくは彼らや極貧の子供達を寄宿させる，というものだった。1861年になってもなお，こういう粗悪で，
混んでいて，家具などろくになく，乱雑な教区貧窮者収容所が数多くあった。もっとも，スコットラ
ンドの或る救貧法監督官の報告（1870年）では，1870年にはそういう施設は「急速に姿を消し」つつ
あったらしい。
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　スコットランドでは「救貧法連合」が課されたことはなかった。当地の最大規模の教区でさえ，連
合したことはなかった。ただし，「結合救貧院」（combination poorhouses）として知られるようになっ
た施設を立ち上げる場合は別だった。イングランドから同地を訪れた或る監督官は，これらの施設が
「救貧法通過直後に建てられたイングランドの救貧院のぞっとするような特徴」を備えてはいないと，
1870年に報告している。建設が近年だったためだろう。1870年には，全土で僅か26教区だけが，自身
の救貧院を保有していた。そのほぼ全てが，エディンバラとグラスゴー，もしくはその近傍にあっ
た。スコットランド全体の救貧院数は63，その大部分が「結合」であって，州全体もしくはその大部
分を対象としていたが，人口当たりで見た場合，イングランドの基準では，信じがたいほど小規模で
あった。サザーランド州（スコットランド北部）は1871年に人口２万4000人だったが，ポーティンリー
ク（Portinleek）所在の州結合救貧院には，50人用の空間しかなかった。これと反対側のカークーブ
リ（Kirkcudbright：スコットランド南西部）結合院は３万6000人の人口に対して250人用の空間を保有し
ていた。スコットランド人は，生来的に救貧院やその含意を忌み嫌っていた（特に田舎では）ので，
こういう不十分な収容施設ですら，フルには利用されなかった。救貧法当局は，この嫌悪を屋外援助
の削減に利用した。まず被救済権を持つ人々に救貧院を紹介し，彼らがその酷さに尻込みすると被救
済権を失うので，屋外救済者の数が増えないという仕掛けである。
　この政策，あるいは類似の政策の結果，人口は増加していたにも拘わらず，救済された登録救貧者
の数は，1850年から1870年にかけて，７万人から８万人の間におさまるほど，非常に一定的だった。
その後もその数は低落し，1886年には５万9000人であった。このほかに，その半分を少し超える程度
の妻子の数が加わる。さらに，厳格なスコットランドの法によって過少算定されているのだが，一時
的な貧窮者とその妻子が，1870年以前には7,000人ほど居た。これも1870年以降は，5,000人以下と算
定されている。しかし，イングランドとスコットランドでは，法の原則と適用とが非常に異なってい
るにも拘わらず，1870年に両地方共に法が厳格化されてからは，実際の結果は，驚くほど類似してい
る。1886年までには，イングランドの人口に対する平均救済者（たとえ一時でも救済された者を含む）
比率は，公的統計によると2.8％に低下していた。対応するスコットランドの数値は2.5％であった。
　1860年代後半に，貧困救済者が僅かに増加した。これに対するスコットランドの反応は，教区の自
発的救済制度に逆戻りさせるという，古いチャルマーズ式のものだった。エディンバラの慈善者達は
「貧困者状況改善協会」を設立した。また，法への激しい非難を期待して，スコットランドにおける
救貧法の作用実態に関する議会調査を実施するよう，約束を取り付けた。しかし1871年に報告を出し
た委員会は，救貧法とその作用の大部分を祝福し，他方ではスコットランドの医療援助が一時的，か
つ不満足なもので，イングランドよりも劣っていると指摘した。一方で委員会は，救貧院の資格テス
トを厳格化すべしと助言し，「商業不況の際には健常な貧窮者にも救貧地方税から援助を与えうるよ
う，教区理事会に裁量権を与えるべしという，諸方で聞かれる示唆には同意できない」と述べた。
　これがスコットランドで（イングランドでも）この時期の終わりを特徴付けた，かの救貧法運営厳
格化の公的基礎となった。
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一ノ瀬　篤390
（国家に開かれた新領域）
　 1880年代前半，スペンサーは国家による個人の自由への侵入に憤激していたのだが，上記のよう
に国家が最も古い「社会主義的」活動を，何とか最小限範囲内（貧窮者数を人口の３％以内）に制限
しえたのは注目すべきことである。上に観察してきたように，そのためには厳格な救貧法運営が必要
だった。運営者達は，数万人の不運な無能力者達を別とすれば（彼らには作業院を提供できる），富
の成長と個々人の節倹，および貧窮者援助の刺激的拒否が，ついには救貧法を無用なものにする，と
信じていた。彼らは，ちょうどグラッドストーンが70年代に所得税に立ち向かっていたのと同じ姿勢
で，救貧法に相対していた。グラッドストーンが，悪税を終了させるには，もう少しだけの和平期間
と財政緊縮とが必要，と考えていたのと同様である。　
　彼らは，新たな原理（圧力以外の手段で貧困を駆逐できるかもしれない）に対しては，開放的でな
かった。チェンバレンの失業問題に関する前記回状にもかかわらず，厳格な救貧法および官僚達にあっ
ては，健常者に対する抑制的な方法だけしか意識されていなかった。ブラックリーによって開かれた
展望は，彼らを惹きつけなかった。彼らは次のようなスペンサーの意見に多分賛同しただろう：「先
のことを考えて貯蓄しない習慣が救貧法によって何世代も助長されてきており，そういう人々がどん
どん増え，さらに強制的な慈善が諸悪を生みだしているが，今やそれを強制保険で賄おうと提案され
ているのだ」。たしかにそれは，軍国主義者ビスマルクの，そして自らを左翼の穏やかな改革者と位
置づけていた若干のイングランドの人々の，提案ではあった。国家が所管すべき新たな領域が開かれ
つつあったのだ。
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